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１. 研究背景・目的 

	 飲用水源となる環境水においては消化器

系病原菌への備えが必要であり糞便性汚濁

の指標として取扱が容易な大腸菌群数が採

用されている。 
大腸菌群数の測定は平板培地試験と液体

培地試験（最確数試験）に区分され 1）平板培

地試験の代表例であるデソキソコレート培

地では最も多様な菌種を分離でき、また、液

体培地では試料原液1mlの混釈が最大の供試

量である寒天培地に対して倍濃度の培地

10ml に試料原液 10ml を接種することができ

るので極少数の大腸菌群を検出できる精度

的な優位性を有しているが、これらの方法に

よる検出菌中には腸内細菌科に属さない菌

種も含まれており、厳密には糞便汚染の指標

となっていない可能性が指摘されている 2）3)． 
環境水の大腸菌群数管理の基準について

は、水道 1級を含む公共用水域の河川 AA類
型の大腸菌群数が 50MPN/100mL 以下と定
められていることから、試験水 100mL 中を
コロニー50 個（すなわち 0.5MPN/mL)への
対応が求められ最確数法による測定が採用

されているが、この定量には、検出操作に時

間と習熟を要することなど、定量技術の向

上した現在では改善を考えうる要素が多

分にある。	

本稿は、主に食品衛生管理の分野で活用

されている大腸菌検出用特定基質培地に

着目し環境水質評価での有用性を考察す

るものであり、検出操作の簡便性に優れた

簡易型混合基質培地である ECコンパクト

培地（以下、EC-C培地と称する）を用いた
検討を報告する。 
 
２．環境水管理における大腸菌指標 

厚生労働省では、2003 年の厚生科学審議会

答申を受けて「水質基準に関する省令」を公

布し 2004 年から施行された。	

ここでは水道水の細菌学的項目として従	

来の「大腸菌群	」から「大腸菌」に指標微生

物が変更になり、その後、βグルクロニダー

ゼの検出による酵素基質培地による菌数測

定が公定法に採用された。また、2018 年には

厚生労働省専門委員会において、「糞便汚染

は大腸菌群ではなく大腸菌を指標とし検水

100ｍL	 から検出されないこと」という新基

準案が示された。	

 

３. EC-C 培地の概要 

酵素基質培地は 1970～1980 年頃から多く

の検討がなされ、主として食品衛生管理での

活用を目的として、大腸菌群の特徴である乳

糖を分解する酵素であるβガラクトシダー

ゼの検出や大腸菌の特異酵素であるβグル

クロニダーゼを検出するための培地が開発

されてきた 3）。 
こうした中で、従来法の欠点である操作の

煩雑さや要練性を省略し、簡便で誰でも容易

に精度を確保できる大腸菌群数簡易培地 
「コンパクトドライ CF」が開発された 4）。 

EC-C 培地は、この CF をベースに、簡易
な操作性はそのままでβグルクロニダーゼ

（大腸菌陽性）とβガラクトシダーゼ（大腸



菌群陽性）の両酵素を識別検出するために開

発された混合基質培地であり、それぞれの識

別結果は培地上に青色コロニー：大腸菌、赤

色コロニー：大腸菌群として定量される。 
EC-C 培地を含めた特定基質地の性能につ
いては既に多くの評価事例があり 5）6）7）、い

ずれの結果も従来法との良好な相関性が報

告されている。 
	

４．実験概要 

4-1.実験の目的 

EC-C 培地は大腸菌と非腸管性大腸菌群
を同時に定量でき、また、常温での取扱が

可能で検水及び器具の前処理が不要であ

るなど極めて操作性に優れた特質を持っ

ている。 
本研究は、 このような簡便な培地を用
いて、実河川などの環境水中の大腸菌と大

腸菌群の識別検出への適用を確認するこ

とを目的とし、また、環境水中の水質評価

において重視すべき大腸菌群の温度別消

長について、EC-C 培地による追跡・検討
の可能性を考察した。 
4-2.実験の概要 

実験に用いた検水は、日本大学工学部の

学内を流れる準用河川徳定川の河川水を

用いた。実験期間は農業排水の影響の少な

い時期に配慮し 4 月 20 日に採水し同日か
ら培養を開始した。 
検水は１L ポリエチレンボトルで開栓保
管とし、5℃、10℃、15℃、20℃の温度条
件で管理を行った。これを 48時間培養し、
3、6、12、24、36、48時間経過後の菌数を
計測した。 
実験条件の設定においては、大腸菌群中

の大腸菌は高温発育（37℃）、外界由来菌は 
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低温発育(20℃)を至適とするという報告 8）、

大腸菌数の減少は通常河川で 24 時間程度、
汚濁河川は 48時間以上で始まるとの報告 9）

を参考に温度条件、培養時間を設定した。 
4-3.測定結果 

図−１及び表−１測定結果を示す。	

実験開始時に測定した検水は、採水時水温

15℃で青色コロニー数：	 81、赤色コロニー

数：126 で、総菌数に占める大腸菌の割合は

39％であった。河川等環境水中の大腸菌群数

に占める大腸菌の割合は、概ね 10％程度であ

るとの複数の調査報告がある 10）11）12）13）14）こ

とを踏まえると、徳定川の大腸菌は相当高い

比率を占めている。また、下水中においては

大腸菌数の割合が３〜４割である 14）との報

告もあり、徳定川の検水は、自流が少ない小

河川で採水地点がアパート・住宅密集地の流

下直後であることの影響が大きいなど特異

な試料的特徴があると考えられる。	

培養状況に関しては、各温度条件の大腸菌

数は全条件において 24 時間経過まで菌数の

大きな変動は見られず、24 時間経過後は高い

温度条件ほど急速に菌数を減少させた。大腸

菌群数においては、高温側の２条件（15℃、

20℃）で 24 時間経過まで菌数の増加が見ら 
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れた。その後、菌数増加の大きかった条件に

ついては急速に菌数を減少させた。 

増殖菌数については、最大増殖時の総菌数

で 200〜300 個程度と高温条件で多い傾向が

あり、延菌数総計は温度条件によらず 1200〜

1400 個の範囲で概ね一定と判断できる状況

にあった。 

	  

５．考察 

	 大腸菌は基本的な生残環境が哺乳動物の

腸管内であるため温度条件 20℃以下では増

殖しない 8）ことが指摘されている。今回の結

果も同様の結果となった。また、土壌や川床

泥の中には低温性大腸菌群が広く分布し容

易に検出されるとの報告 15）がある。今回の実

験で増殖の見られた大腸菌群についても川

床泥等から供給された菌であるものと考え

ることができる。	

増殖時間についても既往報告9）と同様に24

時間をひとつの節目とした状況が確認され

た。	

増殖菌数については、河川水中に新たな有

機物の供給がなければ菌数は横ばいになる

との報告 16）があり、培養に供したポリ容器中

の有機物量で菌数が制限された可能性が考	

	

	

えられる。	

24 時間経過後の菌数の減少速度が高温条

件のものが急速であることについては、試料

の保管温度と生残率に関する同様の報告 17）

がある。また、培養温度の上昇に伴い増殖可

能な細菌類の選択性が高まることで菌数が

減少するとの報告 18）もあるが、高温条件ほど

菌の増殖活性が高いと仮定すると容器中の

有機物の消費が早いことで急速に菌数が減

少した可能性も考えられる。	

	 	

６．まとめ 

	 大腸菌及び大腸菌群の測定は、食品衛生管

理や医学の分野で先行的に種々の検討・議論

がなされてきた経緯がある。簡易型混合基質

培地である EC コンパクト培地についても、

食品衛生管理における大腸菌及び大腸菌群

定量での活用を主眼において開発された。 

今回の検討では、環境水の大腸菌群数評価

においても、EC-C 培地を活用することで、非

常に簡易に、大腸菌と大腸菌群を分離して定

量が可能であり、また、菌の増殖条件や増殖

の特性などについても従来法による計測結

果と同様の結果を追跡することが可能であ

る結果が得られ、今後の有効な活用に期待が



持てることが示唆された。	

今回の検討は、機器の制約から温度条件の

レンジが狭く、大腸菌増殖の至適条件である

36℃及びそれ以上の高温域での検討が未実

施である。今後、追加検討を実施していく。	
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